
919,517 千円 479,186 千円

822,839 445,116

現 金 預 金 412,713 買 掛 金 100,751

売 掛 金 381,099 未 払 金 27,334

有 価 証 券 0 未 払 住 民 税 2,203

商 品 5,546 未 払 事 業 税 3,501

貯 蔵 品 41 未 払 消 費 税 49,966

未 収 入 金 14,537 連 結 法 人 税 24,621

前 払 費 用 9,289 未 払 費 用 132,409

そ の 他 流 動 資 産 0 賞 与 引 当 金 79,865

貸 倒 引 当 金 △ 387 前 受 金 10,818

リ ー ス 負 債 短 期 2,551

そ の 他 流 動 負 債 11,096

96,678 34,071

有形固定資産 29,357 長 期 預 り 金 2,810

建 物 14,594 退 職 給 付 引 当 金 29,478

構 築 物 6,429 リ ー ス 負 債 長 期 1,783

機 械 装 置 459 そ の 他 固 定 負 債 0

車 輌 運 搬 具 1,605

工 具 器 具 備 品 2,198 440,330

土 地 66 440,862

リ ー ス 資 産 4,006 50,000

資 本 金 50,000

無形固定資産 3,611 20,000

電 話 加 入 権 1,684 そ の 他 資 本 剰 余 金 20,000

施 設 利 用 権 1,150

ソ フ ト ウ エ ア 777 370,862

無 形 リ ー ス 資 産 0 利 益 準 備 金 12,500

そ の 他 利 益 剰 余 金 358,362

投資その他の資産 63,710 別 途 積 立 金 0

投 資 有 価 証 券 8,586 繰 越 利 益 剰 余 金 358,362

長 期 前 払 費 用 93

そ の 他 投 資 12,309

繰 延 税 金 資 産 42,722 △ 532

　その他有価証券評価差額金 △ 532

919,517 919,517

固　　定　　資　　産 固　　定　　負　　債

　貸　　借　　対　　照　　表　

２０２０年３月３１日現在

（単位；千円）

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　　額

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流　　動　　資　　産 流　　動　　負　　債

評 価 ・ 換 算 差 額 等

合　　　　計 合　　　　計

　純　資　産　の　部

　株　主　資　本　

　　資　　本　　金

　資　本　剰　余　金

　利　益　剰　余　金



古河ライフサービス株式会社
東京都千代田区神田錦町１－８－９
代表取締役　加藤　昭男

(単位；千円）

　千円 　千円

法人税、住民税及び事業税

売  上  総  利  益 979,661

　損　　益　　計　　算　　書　
２０１９年４月　１日から

２０２０年３月３１日まで

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額

売   上   高 3,506,021

売  上  原  価 2,526,360

販売費及び一般管理費 862,783

営  業  利  益 116,878

営  業  外  収  益 742

受 取 利 息 190

受 取 配 当 405

雑 収 入 147

115,507

営  業  外  費  用 2,112

支 払 利 息 0

源泉税(国税・地方税) 62

棚 卸 資 産 処 分 損 0

雑 費 用 2,050

経 常 利 益

特 別 利 益 706

固 定 資 産 売 却 益 0

有 価 証 券 売 却 益 0

雑 利 益 706

特 別 損 失 5,036

固 定 資 産 除 却 損 0

当 期 純 利 益 69,296

雑 損 失 5,036

税 引 前 当 期 純 利 益 111,176

40,067

法 人 税 等 調 整 額 1,814



　固定資産－繰延税金資産　　　　　　　　４２，７２１千円

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因の内訳
繰延税金資産
賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　２７，４４０千円
退職給付引当金　　　　　　　　　　　　１０，１２５千円
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　４，８８５千円
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　４２，４４３千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　△２７８千円
繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　△２７８千円
繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　４２，７２１千円
繰延税金資産の総額は、貸借対照表の以下の項目に含まれています。

３. 税効果会計に関する注記

①賞与引当金　　　将来の支給見込み額のうち当期の負担額を計上。
②退職給付引当金　簡便法に基づき期末時点に在籍する従業員の自己都合退職要支給

③    貸倒引当金　　 個別売掛金残高の全額を計上。

（４）リースの会計処理
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

２.貸借対照表に関する注記

取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

額を計上。

貸借対照表の金額は千円単位を四捨五入して表示しています。

（１）有形固定資産の減価償却累計額　　　 １２３，９０８千円

（２）親会社に対する債権および債務
親会社に対する短期金銭債権　　　１９９，４８０千円
親会社に対する短期金銭債務　　　  ４０，６９４千円

（３）引当金の計上基準

個別注記表

１.重要な会計方針に関する注記

（１）   資産の評価基準および評価方法
①有価証券の評価基準および評価方法
　その他有価証券・時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法。
　時価差額は全部資本直入法により処理。
②棚卸資産の評価
　原価法による最終仕入法による。

（２）   固定資産の減価償却の方法
①    有形固定資産　　　　定額法による。
②    無形固定資産　　　　定額法による。ソフトウエアについては５年間の均等償却。
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